
































































(2 )地域における医療連携の促進

市立病院をはじめ市内の病院と 、地域のかかりつけ医との連携を促進し、医療機

関ごとの機能や役割を分担することにより 、患者の利便性や適切な医療の確保を図

り、地域における医療サービスの体制を堅持します。

(3 )患者の自己選択に基づく医療の確保

患者の自己選択に基づき医師との信頼関係の下に医療がなされるよう、インフォ

ームド ・コンセント※3やセカンドオピニオン※4の活用についての普及を図り 、人生

の最終段階まで、患者の意思決定・を支援するアドバンス ・ケア ・プランニング※ 5につ

いても普及 ・啓発を進めます。

(4)病気に関する正しい知識の普及を推進

エイズやHIV※lに関する正しい理解を深めるため、検査、相談、普及啓発のた

めの研修会や広報活動の一層の充実を図るとともに、病気と薬、治療方法などにつ

いて啓発活動に努めます。また、難病患者およびその家族に対しては、相談事業、

療養支援の充実を図ります。

(5)相談体制の充実

良質かっ適切な医療を提供するために、市立病院をはじめ市内病院の相談窓口に

おいては、患者を支援し代弁する立場として、患者やその家族からの苦情や提言を

真撃 (しんし)に受け止め、患者の権利 ・利益の擁護の視点から対応できるよう相

談に携わる職員の資質向上と相談体制の充実に向けた普及啓発を図ります。

(6 )市民の健康の増進

「まもる健康ーからつくる健康へJを理念として、市民が安心して検診サービスが

受けられるよう 、予防医学の観点から、医療水準の維持向上に努めるとともに、健

康づくりのため、適切な生活習慣を提案し、実践を支援します。

(7 )個人情報の適切な管理

市立病院や保健所などの運営に当たっては、「横須賀市個人情報保護条例Jの趣旨

にのっとり 、患者や来所者の個人情報の収集、保管、利用、提供、開示などの管理

について、適正に行うとともに、プライパシーに極力配慮します。
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※ 1 エイズ・ HIV

HIV感染症とは、免疫機能障害を起こす疾患で、 H1 V (ヒト免疫不全ワイ

ノレス)によって引き起こされる免疫不全症候群のことを特にエイズ (A1 D S) 

と呼んでいる。HIVの感染力は非常に弱く、正しい知識に基づく通常の日常生

活を送る限り、 いたずらに感染を恐れる必要はない。

※2 ハンセン病

ハンセン病は、もともと病原性の弱い「らい菌」による感染症。過去には遺伝

病と誤解されたり、恐ろしい病気として患者の強制隔離も行われたり した。現在

は、適切な治療により完治することができる。

※3 インフオームド・コンセント

医師が治療を行う上で十分な説明を行い、患者やその家族が納得し、自らが判

断して、治療内容に同意すること。

※4 セカンドオピニオン

患者が治療上の重要な意思決定をする際に、それまでの診療結果、検査報告な

どの情報の提出を求め、それに基づいて他の医療機関の医師の意見を聞くこと。

※5 アドバンス・ケア・プランニング (AC P) 

今後の医療や療養場所の希望について、患者や家族とあらかじめ話し合って患

者の思いを引き出し、その話し合いの経緯をそのまま関係者で共有するプロセス

のこと。

厚生労働省は、ACPの愛称を「人生会議Jと名付けた。 11月30日(し¥い看取

り・看取られ)を「人生会議の日」とし、人生の最終段階における医療 ・ケアに

ついて考える日と した。

圃量望彊・

患者と医療

医療はその専門性の高さから、医師と患者の情報格差が生じやすく、その結果、

治療の際に患者の自 己決定が難しくなり、医師側の決定に傾きがちと考えられる。

医師の専門性は重要ですが、治療に際して自己の身体 ・生命に関する決定権の主

体は患者であると いうことが根本原則です。インフォームド ・コンセントやセカン

ドオヒ。ニオンは患者の自 己決定権を支えるものである。

また、自己決定の権利など、多くの医療機関が患者の権利について、 「章典Jや

「憲章」として表明している。
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(8 ) インターネットによる人権侵害【新】

1 現状

インターネットの普及に伴い、特定の個人を対象とした誹誘 ・中傷、差別的な表

現の書き込みや、保護者や教員の知らない子ども同土のいじめが起こっていたり 、

未成年者がイ ンターネット を通じた犯罪等の被害に巻き込まれたりするなど、さま

ざまな問題が発生しています。

さらに、インターネットを利用したセクシュアノレ ・ハラスメントやノミワー ・ハラ

スメント等のハラスメント、同和問題や外国人、障害者等に関する差別的な書き込

み等も深刻化しています。近年ではSNS※の利用が急増しており 、これらの問題は

より複雑化しています。

インターネットによる人権侵害に関する人権問題

他人を誹誘中傷する情報が掲載されること

プライバシーに関する情報が掲載されること

ラインやツイッターなどによる交流が 1

犯罪を誘発する場となっていること

他人に差別をしようとする気持ちを起こさせたり、

それを助長するような情報が掲載されること

リベンジポルノ(元交際相手などの性的な函像などを

相手の同意を得ることなく、インターネットの掲示板

などに公表する行為)が行われていること

捜査の対象となっている未成年者の

実名や顔写真が掲載されること

(複数回答)

ー

。。
吋

4
E
U
 

39.6 

ネットポルノが存在していること I 1 30.0 

その他 ~ 0.8 

特にない

わからない

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 

('Yo) 

※複数回答のため、合計が10仰となりません。 出!l11: I大l階l府平成29年度人権擁殺に関する世論調査より作成

※インターネットの手軽さや利便性はメリ ットですが、それとは背中合わせ

の危険性も懸念されています。
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2 これまでの施策

平成17年 (2005年)からインターネットを使用する際のノレーノレやマナーについて市民

向けに啓発講座を開催しています。また、教育委員会では、平成20年 (2008年)から

「インターネット等有害情報対策会議」を開催し、家庭、学校、地域や関係機関、行政

などと情報を共有しながら子どもたちを被害から守るための取り組みについて検討して

います。そして、平成27年 (2015年) 4月には、 「よこすかケータイ ・スマホ スタン

ダードJとし1うリ ーフレットを作成、毎年配布し、小中学生の携帯電話 ・スマートフォ

ンの家庭における約束やルールづ、くりを進めています。

3 課題

インターネットの情報は、発信者の意図に関わらず、あらゆるところに急速に拡

散してしまう恐れがあることから、インターネットを使用する一人ひとりの人権意

識が大切です。

インターネットの利用者に対し、個人の名誉やプライパシーに関する正しい理解

を深めるための啓発活動を推進していくことが必要です。

4 施策の方向性(主な取り組み)

インターネットによる人権侵害が起こらないよう、インターネットを適正に利用

するためのモラルやリスクの理解を深めるための啓発活動を推進していきます。

(1 )教育・啓発活動の推進

市民向けの講座を開催し、インターネットに関するモラノレやリスクについて啓発

します。また、インターネットを利用する児童生徒への指導及びその保護者への啓

発をします。

(2 )相談・支援の充実

SNSにおける誹誘 ・中傷等、インターネットの普及に伴う各種問題に対する適

切な相談窓口について周知します。

925闘綿酒

※ SNS 

ソーシヤノレ ・ネットワーキング ・サービス (social networking service)の

略で、lVeb上で、社会的ネットワーク(ソーシャル ・ネットワーク)を構築可能にす

るサービスのこと。狭義には、人と人とのつながりを促進 ・サポー トする、 「コ

ミュニティ型の会員制のサービスJと定義される。代表的なものには、フェイス

ブック (Facebook)、ツイッター (twitter)、ライン (LINE)、インスタグラ

ム(Instagram)などがある。
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1 インターネット上で人権を侵害されたときは

インターネ ットは急速に普及し、身近で便利なものである反面、危険性とも隣り

合わせであり 、深刻な人権侵害を引き起こすことがあります。被害に遭われた庁

は、プロパイダ、サーバの管理 ・運営者など(以下、 fプロパイダなどJとい

う。)に対し、発信者の情報の開示を請求したり 、人権侵害情報の削除を依頼した

りすることができる。

く自らプ口バイダなどに人権侵害情報の削除を依頼する場合〉

プロパイダなどに対し、 「侵害情報の通知書兼送信防止措置依頼書Jを送付す

ることにより 、人権侵害情報の削除を依頼することができる。

く自ら削除を求めることが困難な場合は、法務局が削除を要請〉

被害に遭われた方が自ら削除を求めることが困難な場合は、最脊りの法務局にご

相談ください。

名誉棄損やプライパシー侵害など、の人権侵害に該当すると認められる場合で、 相

談者自身で削除を求めることが困難なときや相談者からの削除依頼にプロバイダな

どが応じない際には、法務局がプロバイダなどへの削除依頼の要請を行 う。
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(9 ) 性的マイノリティ 【新】

1 現状

多くの人は、性別は男女のどちらかで、生まれもった性別に違和感を党えず生き、

恋愛の対象は異性であるのが 「普通」と感じているかも しれません。

このような多数派に当てはまらない、少数派(マイノリティ)にあたる性の在り

方を自認 ・指向する人を「性的マイノリテイ※」といいます。

多数だから 「普通j、マイノリティだから 「特別なJ存在というわけではありませ

ん。 しかし、実際には性的マイノリティに対する恨強い偏見や差別が存在し、日常

生活での困難、ストレスや孤独感を抱いている人々がいます。

性的マイノリティの人口比率は 3"-'5 % (20人に 1人程度)と推定されますが、

偏見や差別を恐れて打ち明けられない人も大勢います。そのため、身近にいないと

思われたり、差別的な言葉ゃからかいが横行したりする現状があります。

性別や必愛の多様性、マイノリティだからといって排除されない社会システムが

求められています。

2 これまでの施策

横須賀市では、平成24年度 (2012年度)に人権施策推進会議から「性的マイノリ

ティの人権Jについての答申を受け、性的マイノリティに関する施策と施策体系を

まとめました。その中で、相談体制の充実、正 しい知識の周知、関係機関との連携

を重点三項目として取り組みを進めてきました。

国においては、平成27年 (2015年)に文部科学省から「性|司一性障害に係る児童

生徒に対するきめ紺|かな対応の実施等についてJの通知が出され、画一的な対応で

はなく、個別の事例において学校や家庭の状況等に応じた取り組みの必要性がある

としています。

3 課題

性的マイノリティの当事者は、少数派であるため周囲の人の無理解や偏見から、

さまざまな困難を抱えることがあります。

特にゲイ、パイセクシュアル男性の自殺未遂率は、非常に高い水準にあるという

統計があります。さらに、レズピアン、ゲイ、パイセクシュアルの方々が婚姻を前

提とした社会環境での生きづらさを感じたり、 トランスジエンダーの方々が男女二

分論を前提とした社会環境での生きづらさを感じたり、それぞれ異なる困難や悩み

を抱えています。

また、思春期における性的マイノリティの子どもたちが、学校において、心無い

言葉による暴力などのいじめを受け、孤立し精神的な抑圧を受け、不登校や自殺に

追い込まれるケースが少なくないことも専門の研究機関などのアンケー ト調査結果

から推し量ることができます。

このような状況から、さまざまな「違いj を「個性Jと考え、互いに認めあい、

性的マイノリティの当事者とその家族にとって孤立を防ぐ取り組みが必要です。
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ゲイ・バイセクシュアル男性、性同一性障害の方の自殺未遂率等

ゲイ・パイセクシュアル男性※1

自殺を考えた

自殺未遂

0.0% 50ω4 100ω6 

同性愛者の男性は、異性愛者の男性.と比較して自殺未遂リスクは約 6倍といわれています。※ 2

性同一性障害※3

不登校

自殺未遂

0.0% 50.00/0 100.00/0 

出典 ※ 1 日高lilfn青ほか (2007)厚生労働省エイズ対策研究推進事業ゲイ ・パイセクシュアル男性の
健康レポート 2

※2 rわが国における都会の若者の自殺未遂経験割合とその関連要因に関する研究J
hLLp://www.health-issue.jp/suicide/ 

※ 3 r岡山大学病院ジェンダークリ ュック J2009年調査

※ゲイ ・パイセクシュアノレ男性の 7割近く が自殺を考えたことがあり、性同一

性障害の方でも 3割近くが不登校や自殺未遂を経験するなど、深い悩みを抱

えています。

4 施策の方向性(主な取り組み)

人が100人集まれば、100通りの個性があるように、一人ひとりの性の在り方も異

なります。横須賀市は、相談窓口の設置、啓発活動、情報交換の場の設置など多様

性のあるまちづくりを進めていきます。

(1 )性的マイノ リティ当事者の人権を守る取り組み

市内で10代、 20代の当事者同士が交流できる場を設定し、孤立を防ぐ取り組みを

推進します。また、相談窓口を設け、性的マイノ リティ当事者やその家族、支援者

からの専門の相談を受けられる体制づくりに努めるとともに、行政文書等の不要な

性別欄の削除を進めていきます。

また、性的マイノリ ティに理解のある事業者等向けに、 性的マイノリティに理解

のある こと を表すレインボーカラーのステッカーを作成し配布します。
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性の多様性を尊重する取り組みとして、向性等多様なカップルが自由な意思によ

るパートナーシップ宣誓を行い横須賀市が証明書を発行する制度を導入しました。

よりよい制度になるよう見直しをしていきます。

(2)相談体制の整備

性的マイ ノリ ティに関する研修会を開催し、身近な相談者となる教員、横須賀市

!隊員等の知識の習得を行います。

また、NPO団体等主催の会議等へ出席し、情報収集に努めます。

(3 )正しい知識の周知

広報よ こすかや横須賀市ホームページ等で、性的マイノリティの正しい知識を伝

えるとともに、 市民向け啓発リーフレット等を随時配布します。

また、性的マイノ リティの正しい知識や理解を深めるため、生徒向けの講座や、

市民や多くの事業者等を対象とした人権セミナーを開催し、学校や市内公共施設の

ほか商業施設で啓発パネル展示を行います。

(4) 関係機関等との連携

性的マイノリティの当事者等の意見を聞 くため、横須賀市職員との意見交換会を

開催します。

また、NPO団体等との連携や、啓発イベントに協力をして支援の体制をつくり

ます。

'EE闘調理

※ 性的マイノリティ

性の在り方において、少数派とされる人々のこと。例えば、恋愛対象として向

性を好きになったり(レズピアン=女性同性愛者、ゲイ=男性同性愛者)、男性

も女性も恋愛対象となったり(パイセクシュアノレ=両性愛者)、生まれ持った性

別に違和感があったり(トランスジェンダー=体の性別と性自認が異なる人)、

性自認が「男j や「女」などとはっきり固定されていなかったり(クエスチョニ

ング)する人もいる。それぞれの英語の頭文字を並べて iLGBTJ iLGBTQJ 

iLGBTsJなどと表現されることもある。ただし、性別や恋愛は上記以外にも多様

な形があることが知られている。

36 



.里面司，~・・

レインボーカラー

現代の日本では虹は7色ですが、6色のレインボーカラーは、性的マイノリティ

の活動のシンボノレとされている。

SOGI (ソジまたはソギ)

Sexual Orientation & Gender Identityの頭文字のことで、 「性的指向と性自
認Jのことを表す。

性的指向や性自認は、すべての人に関わることからしGsTよりも広い概念になる。

多様性

恋愛の多様性は、LGBなど恋愛対象の多様性のみを示すものではなく 、生涯を共

にするパートナーシップの多様性、家族の多様性(例えば向性カップルと子どもの

家族)にもつながっており、 QOL(Quality of Life)に大きく関わります。恋愛、

ノぞートナーシップ、家族の在り方において、多様な在り方が尊重され、どのような

形であっても安心して幸せに生活できる社会が求められている。
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(10) 自殺をめぐる問題 【新】

1 現状

園内での自殺(自死)者数は、平成10年(1998年)には 3万人を超え、 しばらく

は高い水準で推移していました。近年は減少傾向に転じたとはいえ、いまだに多く

の方々が亡くなっています。

横須賀市においても、平成11年(1999年)には年間100人を超え、 近年は固と同様

に減少傾向にはあるものの、年間70'""-'80人もの方が亡くなっています。

横須賀市の年代別死因 (平成24年~平成28年合計)

年代 第1位 第2位 第3位

10-19歳 不慮の事故 9人 自殺 7 人 呼吸器系の疾患 2人

20-29歳 自殺 43 人 不慮の事故 19人 悪性新生物 9人

30-39歳 自殺 55 人 悪性新生物 30人 心疾患 23人

40-49歳 悪性新生物 143人 自殺 75 人 心疾患 62人

50-59歳 怒性新生物 307人 心疾患 124人 自殺 64 人

60-69歳 悪性新生物 1，252人 心疾患 322人 脳血管疾患 177人

70-79歳 悪性新生物 2，086人 心疾患 655人 脳血管疾患 412人

80歳~ 老衰 1，611 人 感性新生物 ト485人 心疾患 1.466人

出典 :繊須賀di健康音1¥データより作成

※自殺は、 10代から50代までの死因のうち、どの年代でも上位 3位以内に入って

います。

2 これまでの施策

国においては、平成18年 (2006年)に 「自殺対策基本法」が成立 し、横須賀市で

も同年から「自殺対策連絡(協議)会Jを設置し、さまざまな取り組みを行ってき

ました。

また、平成28年 (2016年)には「改正自殺対策基本法」が施行され市町村に自殺

対策計画の策定が義務化され、横須賀市では「自殺対策計画策定委員会j 等を設置

し、自殺対策計画を策定しました。

3 課題

自殺は、 「個人の問題Jとして認識されがちでしたが、広く「社会の問題j とし

ても認識されるようになりました。 自殺の多く が追い込まれた末の死です。横須賀

市においては、さまざまな取り組みを行っていますが、いまだに多くの市民が自殺

によって尊い命を失っています。また、白死遺族に対するケアも重要となっていま

す。
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4 施策の方向性(主な取り組み)

i ~fg も一人にさせない 、 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現J を目指

すとともに、庁外の関係機関とも連携して自殺対策に取り組みます。

(1 )自殺の実態分析

警察庁自殺統計を詳細に分析し、また横須賀市独自の自殺未遂者統計や、自殺対

策に関する市民意識調査を実施し、横須賀市の自殺の実態を明らかにし、対策に役

立てます。

(2)地域連携

横須賀市自殺対策連絡会等を開催 し、 情報共有や意見交換を行います。また、関

係機関等と形成するネットワークを活用しさまざまな取り組みを実施します。

(3 )相談体制の充実

関係機関と連携 し、面接、電話及び訪問相談を実施するとともに、 「横須賀こころ

の電話Jに委託をして、休日等の閉庁時にも相談を受けられる体制をっくります。

また、さまざまな悩みを抱えた方に対 して、 関係機関と連携した包括相談会の開

催やアウトリーチ(訪問型支援サービス)による包括相談を実施します。

(4)人材育成

ゲートキーノξー養成等の研修会の開催や、ゲートキーパー登録制度等により、自

殺対策に係る人材の養成 ・確保や資質の向上を図ります。

(5 )普及・啓発活動

自殺予防週間 (9月10日..-.__g月16日)及び自殺対策強化月間 (3月)に、街頭キ

ャンベーンなどの啓発活動を実施します。

(6)ハイリスク者・若年者・高齢者・生活圏窮者への対策

ノ¥イリスク者支援連携会議を開催し、情報共有や対策を検討します。

また、性的マイノ リティ分かち合いの会 (CafeSHIPポー トよこすか)の開催に当

たり支援するほか、市内大学生への相談機関紹介冊子の配布等を行います。

また、高齢者 ・生活困窮者についても関係各課と連携 して支援を行います。

(7 )自死遺族支援事業

自死遺族個別相談会や自死遺族分かち合いの会の開催等、遣された方へ寄り添う

支援を実施します。

(8 )周産期のメンタルヘルス支援

関係各課や医師会と連携し、妊娠期から産後 1年までの女性の不安な心に寄り添う

支援を実施します。
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(9 )自殺未遂者対策

市内 2病院との連携による自殺未遂者支援を行い、自殺未遂者が再び自殺を図る

ことを防ぎます。

市内 2病院と情報共有、連携強化のために自殺未遂者対策検討会を行います。

ーー ーーーーー ー ー ーーーーーーーー ー ー ーーーー-- - ーーーー ーーー ー ー ーーーーー ーーー ーーー ー ーーー-- - -ーーーーーーー、

t 

横須賀市自殺対策シンボルマーク ~かたぱみ~

クローパーのような ハート型の 3枚葉で、花

言葉は、 「輝く心」。

繁殖力が強く 、一度根付-くと容易に絶えること

がない。

人も、このたくま しさと、輝く心を持っていた

だきたいとの思いが込められている。
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( 11 ) その他の人権問題

近年、価値観の多様化や情報化の進展、経済的格差の拡大など、社会情勢の変化に

伴って、新たな人権問題が生じています。さらに、人権意識の高まりや当事者の取り組

みなどに伴い、改めて顕在化した人権問題があります。

ホーム レスや生活困窮者、婚外子(非嫡出子)への偏見や差別、犯罪被害者とその家

族への肉体的・精神的 ・経済的侵害、汗IJを終えて出所した人や犯罪者の家族に対する差

別や権利侵害など、多くの問題が存在しています。

さらに、北朝鮮による位致被害者とその家族なども解決すべき問題として認識されて

います。

これらの問題は、人権尊重の意識が日常生活に根付いていないことを示すものであり、

誤った知識や偏見による嫌がらせ ・差別の恨木的解決の難しさを示しています。

これらの人々に対する人権侵害を防ぎ、支援 ・救済を行うためには、法制度の整備や

社会全体の理解を殿成する必要があります。

このため、横須賀市は、これらの問題に対する認識をさらに深め、法改正や社会情勢

の変化などに応じた的確な施策を検討し展開していきます。また、国や県などの関係機

関と連携し、 啓発活動や相談窓口での誠実な対応など、地方自治体としての役割を果た

せるよう努めていきます。

1 犯罪被害者およびその家族の人権

犯罪被害者とその家族は、生命、身休、財産上の直接的な被害を受けるだけでな

く、捜査や裁判過程における精神的、 |時間的負担を負わされた上、事件に遭ったこ

とによる精神的ショックや身体の不調、医療費の負担や失職、転職などによる経済

的困窮など、被害後生じる問題に苦しめられることがあります。また、周囲の人々

の無責任な I~話やメディアによる行き過ぎた取材 ・報道によってプライパシーを侵

害され精神的被害を受けることもあります。

犯罪被害者とその家族に対する支援については、昭和55年 (1980年) r犯罪被害
者等給付金支給法Jが制定され、経済的な支援がなされてきましたが、平成16年

(2004年)に「犯罪被害者等基本法」が制定され、犯罪被害者等の権利利益の保護

が明文化され、犯罪被害者等のための施策が総合的、計画的に進め られることとな

りました。

横須賀市は、同法の理念に基づき、相談窓口の充実など、犯罪被害者とその家族の

支援を進めていきます。

2 ~J を終えて出所 した者等やその家族の人権

犯罪をした者が刑務所の出所後に偏見を持たれたり、その家族も同一視されたり

することがあります。これは、非行少年が少年院を出院した場合にも同様のことが

起こり得ます。犯罪をした者が高齢者や|埼害者だった場合、i'l歳未満で触法少年と

なる場合などは、福祉の問題も関わって、さらに問題が複雑化します。犯した犯罪

は、{賞わなければなりませんが、罪を償った者が社会において孤立することなく、
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地域の理解と協力を得て、再び社会を構成する一員となるための支援をすることが

必要です。

図は、平成28年 (2016年) 12月に「再犯の防止等の推進に関する法律j を施行し、

平成29年 (2017年) 12片には「再犯防止推進計画j を策定しました。

横須賀市は法の趣旨にのっとり、 匡!との適切な役割分担を踏まえて、就労や住居の

確保等の立ち直りに向けた取り組みを推進し、更生保護団体その他の関係者との緊

密な連携 ・協力をすることで、出所した者等やその家族の支援に努めます。

3 路上生活者(ホームレス) ・生活困窮者の人権

横須賀市では、 NPO団体などの協力により 、路上生活者の生活保護への移行も

含めた、自立につながる定住促進を行っており、 一定の成果を挙げています。しか

し、いまだに支援を拒否する人もおり、根気よく説得を続けているところです。今

後は、ホームレスを生まない社会の構築を目指すとともに、偏見や差別をなくし、

支援に対する市民の理解や共生意識を醸成するための啓発を行っていく必要があり

ます。

また、近年、経済状況の変化により生活保誰受給者が増加するなど、我が国の相

対的貧困率は上昇し、高齢者世帯や母子家庭でも相対的貧困率が高い傾向にありま

す。子どもの貧困率も上昇傾向にあり、 7人に 1人が貧困状態にあると言われてい

ます。

これらの 「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」で定義されない生活

困窮者に対しても、各相談機関との連携など、社会的なつながりを構築するための

息の長い支援策を検討していく必要があります。平成27年 (2015年) 4月には「生

活困窮者自立支援法Jが施行され、生活困窮者への包括的支援の提供が求められて

います。

4 就労支援を必要とする人の人権

近年、若年層を中心と した安定的な雇用を求める方が少なからず存在する中で、

経済 ・社会構造の変化等により、雇用全体の約 4害IJが契約社員、派遣社員、パー ト

タイムやアノレバイト等の非正規雇用労働者となっています。

働く意欲のある人が自らの働き方に合った仕事を得て、幸福を追求していくこと

ができる社会の構築が望まれます。

このような中、国や県などを中心として、さまざまな取り組みがなされています。

横須賀市においても、 これらとの連携を図りながら、就労情報の広報、母子家庭な

どに対する自立支援セミナーの開催、ひとり親家庭や障害者への就労支援などの支

援を行っています。

今後も引き続き 、国 ・県 ・企業などとの連携のもと 、それぞれの対象者に応じた

就労支援の充実を図っていく必要があります。

5 職場における人権侵害

企業にとって、従業員は最も重要な財産です。 しかし、近年、賃金未払いや長時

間労働の強制、退職強要など、従業員の人権を侵害する「ブラック企業J※ 1や「ブ
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ラックバイトj の存在が問題となりました。

職場において、従業員の人権が尊重されることにより、働きやすいl職場が築かれ、

組織の活性化や成熟につながっていきます。

職場におけるパワー ・ハラスメント※2、セクシュアノレ ・ハラスメント※ 3、マタニ

ティ ・ハラスメント※4等のさまざまな嫌がらせやいじめを防止し、働きやすい環境

をつくる ことが、企業には求められています。

そのため、関係機関と連携して、各事業所に対する啓発活動を行う必要がありま

す。

6 婚外子の人権

婚姻外の関係の中で生まれてきた婚外子は、 「嫡出でない子」という 「社会的身

分Jから、それを理由として中傷、侮蔑、差別され、人としての尊厳が侵害されて

いることがあります。子どもは、その社会的身分について何の責任もなく 、自らの

意志や努力によって変えることはできません。

婚外子であることを理由とした差別のない社会が構築される必要があります。

7 災害に伴う人権問題【新】

平成23年 (2011年) 3月11日に発生した東日本大震災による災害及びそれに伴う

原子力発電所の事故により、現在も多くの方々が避難生活を余儀なくされ、避難し

ている方々への風評に基づく心無い嫌がらせも発生しました。そうした中で、さま

ざまな事情を持つ被害者への支援や配慮など、災害に伴う人権に関わる問題が改め

て認識されることになりました。

災害に備えて、地域との連携を図り、災害に対する日頃からの心掛け、避難など

について周知・啓発を行うとともに、同じ環境下でも、人によって自由や安心の度

合い、必要な支援が違うことについての理解促進に努めます。

女性や災害時要援護者、障害者や高齢者等あらゆる人の気持ちに害り添う避難所

運営の啓発などの災害対応に努めます。

また、災害という非常時に際しては、平時よりも人権擁護に関する姿勢や意識が

薄くなりがちなため注意が必要です。

8 控致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題 【新】

北朝鮮当局による位致問題は、 国際社会を挙げて取り組むべき課題とされる中、

この問題についての市民の関心と認識を深めていくことが必要です。国の動向を踏

まえながら、桂致問題への関心と理解を深めるための支援と周知を中心に進めます。

また、同時に、北朝鮮による技致問題が、在日韓国人 ・朝鮮人の方々等への差別

につながる ことがないよう意識啓発等の取り組みが必要です。

9 アイヌ民族の人権 【新】

アイヌ民族は、日本列島北部周辺、とりわけ北海道に先住し、独自の言語、宗教

や文化の独自性を持っていますが、近世以降の同化政策などにより、今日では、そ

の文化の十分な保存 ・伝承が図られているとは言い難く、 また、迫害などにより長

43 



く差別と困窮を強いられてきました。

平成19年 (2007年)に、 「先住民族の権利に関する国際連合宣言Jが国連総会で

採択されたことを受け、日本では、平成20年 (2008年)に国会において 「アイヌ民

族を先住民族とすることを求める決議Jが採択されました。 しかし、アイヌ民族に

対する理解不足から偏見や差別が依然と存在しています。

現在、日本の法律としてアイヌ民族を初めて先住民族と明記し、生活格差を解消

するための法整備を図るなど、国において政策的な検討が進められています。横須

賀市と しても、適切な相談窓口の周知等、固と協力し支援に努めます。

監2監盤盈軍

※ 1 ブラック企業

労働者に極端な長時間労働やノルマを課し、賃金不払残業やパワー・ ハラスメ

ントが横行するなど、遵法意識が低い企業。

※2 パワー・ハラスメント (J~ ワハラ )

職務上の地位や人間関係を利用したいじめや嫌がらせ。

※3 セクシュアル・ハラスメント (セクハラ)

相手が望まない性的な言動により不利益を受けたり、職場環境や生活環境が不

快なものになったりすること。

※4 マタニティ・ハラスメント (マタハラ)

妊娠 ・出産 ・育児休業等に起因した職場でのいじめや嫌がらせ。
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|昨今後山施策推進!二向けて l 
【新】…今回の改定で新しく位置づけられたもの

この指針は、横須賀市が目指す人権施策の方向性を示し、各分野の施策の企画・ 立

案 ・実施 ・見直しなどに|捺して、人権擁護という欠くことができない視点を与えるため

のものです。また、日常の業務の遂行に当たっての行動のガイ ドラインともなるもので

す。

人権の保障は、常に課題であり 、目標であり続けます。従って、今後進めていく人権

施策は、常に見直しを行い、改善していかなければなりません。

そのため、人権擁護にかかわる取り組みを人権尊重の理念にのっとり 、総合的かっ効

果的に進めていくための仕組みづくりについて、検討を行います。

1 庁内推進体制の整備

複合化する人権問題への対応など、部局間の連携を高め、人権施策を総合的に推進す

るための庁内体制を整備します。

2 第三者評価機関の設置

横須賀市の施策 ・事業について、人権擁護の観点から評価 し、必要な提言などを行う

第三者評価機関を設置します。

3 市民意識調査の実施 【新】

市民意識調査を定期的に行い、市民の方がどのようなことを問題と認識しているのか

を把握し、事業の推進や指針の改定の|探の参考とします。

4 人権施策推進指針の見直し

指針の内容は、社会情勢の変化に伴う新たな人権問題の発生など、人権を取り巻く 状

況を見据えながら、必要に応じて見直します。
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-・資 料 編・4砂

人権関係法律および条約等一覧表

-法律

名 称 制定年

日本国憲法 昭和21年 (1946年)

地方自治法 昭和22年 (1947年)

地方公務員法 昭和25年 (1950年)

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 平成12年 (2000年)

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律※1 平成25年 (2013年)

部落差別の解消の推進に関する法律※2 平成28年 (2016年)

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向け
平成28年 (2016年)

た取組の推進に関する法律※3

アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するため
平成31年 (2019年)

の施策の推進に関する法律

※1、※2、※3について、参考に条文を掲載します。

.条約等

名 称 採択年

世界人権宣言 昭和23年 (1948年)

あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約 昭和40年 (1965年)

経済的、社会的及び文化的権利に関する国際的規約 昭和41年 (1966年)

市民的及び政治的権利に関する国際規約 昭和41年 (1966年)

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 昭和54年 (1979年)

児童の権利に関する条約 平成元年 (1989年)

障害者の権利に関する条約 平成18年 (2006年)
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※1 ・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(抜粋)

(目的)

第一条 この法律は、障害者基本法(昭和四十五年法律第八卜四号)の基本的な理念、にの

っとり、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人とし

てその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有すること

を踏まえ、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及

び事業者における障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めることによ

り、障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実

現に資することを目的とする。

(国及び地方公共団体の責務)

第三条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の

解消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。

(国民の責務)

第四条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解消が

重要であることに鑑み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなけ

ればならない。

(社会的障壁の除去の実施についての必要かっ合理的な配慮に関する環境の整備)

第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かっ合理的

な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の梢造の改善及び設備の整備、関係職員

に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。

第六条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ一体的

に実施するため、|時害を理由とする差別の解消の推進に関する基本ノゴ針(以下 「基本

方針」という。)を定めなければならない。

2 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 障害を理出とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向

二 行政機関等が前ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基

木的な事項

三 事業者が講ずべき附筈を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的

な事項

四 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項

3 内閣総理大臣は、基木方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

4 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、障害者そ

の他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、障害者政策委

員会の意見を聴かなければならない。

5 内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基木

方針を公表しなければならない。

6 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。

(行政機関等における障害を理由とする差別の然止)

第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、附害を理由として障害者で

ない者と不当な差別的取扱いをすることにより、|障害者の権利利誌を侵害してはなら

ない。
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2 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除

去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過

重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性

別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的

な配慮、をしなければならない。

(事業者における障害を理由とする差別の禁止)

第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当

な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。

2 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要とし

ている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないとき

は、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び

障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かっ合理的な配慮をする

ように努めなければならない。

(国等職員対応要領)

第九条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即して、第七条に規定す

る事項に関し、当該国の行政機関及び独立行政法人等の職員が適切に対応するために

必要な要領(以下この条及び附則第三条において「国等職員対応要領」としづ。)を定

めるものとする。

2 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めようとするとき

は、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じ

なければならない。

3 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めたときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。

4 前二項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。

(地方公共団体等職員対応要領)

第十条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第七条に規

定する事項に関し、当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対

応するために必要な要領(以下この条及び附則第四条において「地方公共団体等職員

対応要領Jという。)を定めるよう努めるものとする。

2 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定め

ょうとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。

3 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定め

たときは、遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。

4 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等職員対応要

領の作成に協力しなければならない。

5 前三項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。

(事業者のための対応指針)

第十一条 主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項に関し、事業者が適

切に対応するために必要な指針(以下「対応指針」という。)を定めるものとする。

2 第九条第二項から第四項までの規定は、対応指針について準用する。

第四章 障害を理由とする差別を解消するための支援措置

(相談及び紛争の防止等のための体制の整備)
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第十四条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理

由とする差別に関する~:目談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する

紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。

(啓発活動)

第十五条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と

理解を深めるとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解

消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。

(情報の収集、整理及び提供)

第十六条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、国内外に

おける障害を理由とする差別及びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及

び提供を行うものとする。

※2 ・部落差別の解消の推進に関する法律

(目的)

第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って

音1)落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の

享有を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの

認識の下にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関

し、 基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相

談体制の充実等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差

別のない社会を実現することを目的とする。

(基本理念)

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するか

けがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消

する必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別の

ない社会を実現することを旨として、行われなければならない。

(国及び地方公共団体の責務)

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとと

もに、 地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情

報の提供、指導及び助言を行う実務を有する。

2 地方公共団体は、前条の基本理念、にのっとり、部落差別の解消に関し、固との適切

な役割分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実

情に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。

(相談体制の充実)

第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとす

る。

2 地方公共団体は、 国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落

差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。

(教育及び啓発)

第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。

2 地方公共団体は、固との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落
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差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよ う努めるものとする。

(部落差別の実態に係る調査)

第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、 地方公共団体の協力

を得て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。

※3 ・本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に
関する法樟

附則

我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由とし

て、適法に居住するその出身者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを

蟻動する不当な差別的言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦痛を強いられ

るとともに、当該地域社会に深刻な亀裂を生じさせている。

もとより、このような不当な差別的言動はあってはならず、こうした事態をこのまま

看過することは、国際社会において我が国の占める地位に照らしても、ふさわしいもの

ではない。

ここに、このような不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに、更なる

人権教育と人権啓発などを通じて、国民に周知を図り 、その理解と協力を得つつ、不当

な差別的言動の解消に向けた取組を推進すべく 、この法律を制定する。

第一章総則

(目的)

第一条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であ

ることに鑑み、その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を

明らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推進することを目的とする。

(定義)

第二条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言動j とは、専ら本邦

の域外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住する

もの(以下この条において「本邦外出身者Jという。)に対する差別的意識を助長し又

は誘発する目的で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える旨

を告知し文は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域外にある国又は地域の出

身であることを理由として、本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動する不

当な差別的言動をいう。

(基本理念)

第三条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性に対する理解

を深めるとともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄与

するよう努めなければならない。

(国及び地方公共団体の責務)

第四条 国は、木邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施

策を実施するとともに、 地方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消に向けた取組に関する施策を推進するために必要な助言その他の措置を

講ずる責務を有する。

2 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関

し、 固との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう努
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めるものとする。

第二章基本的施策

(相談体制の整備)

第五条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずると

ともに、これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整

備するものとする。

2 地方公共団体は、固との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦

外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関

する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するよう努める

ものとする。

(教育の充実等)

第六条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実

施するとともに、そのために必要な取組を行うものとする。

2 地方公共団体は、固との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦

外出身者に対する不当な差別的言動を解消するための教育活動を実施するとともに、

そのために必要な取組を行うよう努めるものとする。

(啓発活動等)

第七条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、国民

に周知し、その理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとと

もに、そのために必要な取組を行うものとする。

2 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦

外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要性について、住民に周知し、その理

解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を実施するとともに、そのために

必要な取組を行うよう努めるものとする。
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-人権施策推進会議条例

人権施策推進会議条例をここに公布する。

人権施策推進会議条例

(設置)

第 1条 木市の人権擁護に係る事項に関し、市長の諮問に応ずるため、本市に

地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定による附属機関と

して、横須賀市人権施策推進会議(以下「推進会議」としづ。)を設置する。

(組織)

第2条 推進会議は、委員10人以内をもって組織する。

2 委員は、市民、学識経験者、関係団体の代表者及び人権擁護委員のうちか

ら市長が委嘱する。

3 委員の任期は、 1年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。

(委員長)

第3条 推進会議に委員長を置き、委員が互選する。

2 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。

3 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名した委員がその職務

を代理する。

(会議)

第4条 推進会議の会議は、委員長が招集する。

2 推進会議は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができな

し1。

(委員以外の者の出席)

第5条 推進会議において必要があるときは、関係者の出席を求め、その意見

又は説明を聴くことができる。

(その他の事項)

第6条 この条例に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、

推進会議の同意を得て委員長が定める。

附則

この条例は、平成24年4月 1日から施行する。

52 



人権施策推進会議委員 (50音順敬称略)

※任期 .平成30年6月1日~令和元年5月31日

氏名 所属 ・推薦団体

飯 田亮瑠 ダイピーノン代表

石 節 子 公募市民

植 田 威
特定非営利活動法人NPO法人情報セキュ リティ
フォーラム理事 ・事務局長

大友朋子 弁護士

小林優人 公募市民

杉本惰子
NPO法人グリ ーフサポー トリ ンク代表
(全国自死遺族総合支援センター)

0多 田 幸子 横須賀市人権擁護委員会常務委員

。西 キナ ï~手 神奈川県立保健福祉大学教授

早坂公幸 一般社団法人神奈川人権センタ一事務局長

堀越 君枝 北下浦地区民生委員児童委員協議会会長

。は委員長 Oは委員長職務代理者
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